
社会福祉法人 宇部市社会福祉協議会 

福祉機器貸与事業実施要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は、おおむね65歳以上の高齢者で介護保険法第27条の規定に基づく要

介護認定により非該当と認定された者並びに宇部市日常生活用具給付事業において、

福祉機器の給付等を受けることができない者（以下「高齢者等」という。）に対し、

第３条に定める福祉機器を貸与し、日常生活の便宜と自立を図るため、福祉機器貸与

事業（以下「事業」という。）の実施に関し必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（対象者） 

第２条 事業の対象者は宇部市内に居住する在宅高齢者等であって、日常生活の便宜と

自立のため福祉機器の貸与が必要な者のうち、社会福祉法人宇部市社会福祉協議会

（以下「本会」という。）会長が認めた者及び地域福祉の推進に資すると認められる

事業等で一時的に必要とする宇部市内の施設、団体とする。ただし、次のいずれかに

該当する者はこの限りではない。 

（１）病院及び施設等に入院及び入所している者で、一時的な外出又は外泊等により福

祉機器を必要とする者 

（２）介護保険の認定申請をしている者で、認定までの期間に一時的に福祉機器を必要

とする者 

（３）傷病等により、一時的に福祉機器を必要とする者 

 

（福祉機器） 

第３条 事業で貸与する福祉機器は、次のとおりとする。 

（１）車椅子 

（２）歩行器（歩行補助車を含む） 

（３）杖（松葉杖、Ｔ字杖、四点杖） 

（４）入浴用椅子 

（５）車椅子クッション 

（６）プレクストーク 

（７）電磁調理器 

 

（貸与期間） 

第４条 福祉機器の貸与期間は原則として貸与した日から60日以内とする。ただし、宇

部市内の施設、団体への貸与期間については原則として貸与した日から２週間以内と

する。なお、特別な事情があると本会会長が認めた場合には貸与期間を延長すること

ができる。 

 

（貸与申請） 

第５条 貸与の申請をしようとする者（以下「申請者」という。）は、あらかじめ福祉

機器貸与事業利用申請書（様式第１号）に必要事項を記載し、本会会長に提出しなけ

ればならない。 

 

（貸与の決定） 

第６条 本会会長は、前条の申請があったときは、その内容を審査し、貸与の可否を決

定するものとする。 

 



（機器の管理） 

第７条 前条により福祉機器の貸与を受けた者（以下「貸与者」という。）は、貸与さ

れた機器を細心の注意をもって管理しなければならない。 

２ 貸与者は、貸与された福祉機器を損傷し、又は亡失した場合は、直ちに本会会長に

報告しなければならない。 

 

（賠償） 

第８条 貸与者は、その責めに帰すべき理由により貸与された福祉機器を損傷、又は亡

失した場合は、本会会長の指示に従い、その負担においてこれを補償し、又は修理し

なければならない。 

 

（返却及び保管） 

第９条 貸与者は、福祉機器を必要としなくなったとき、又は第２条に規定する要件に

該当しなくなったときは、速やかに当該福祉機器を本会会長に返却しなければならな

い。 

２ 貸与者は、前項の規定による返却を行なう場合で返却を行なう福祉機器が著しく破

損し、又は汚損しているときは、これを修繕の上（経年劣化等による損傷又は故障は

除く。）返却しなければならない。 

 

（費用負担） 

第10条 福祉機器の貸与は無償とする。ただし、貸与を受けた福祉機器の運搬に要する

費用及び貸与期間中の保守費用は貸与者の負担とする。 

 

（貸与台帳の整備） 

第11条 本会会長は、福祉機器の貸与の状況を明確にするため、福祉機器貸与台帳を整

備するものとする。 

 

（その他） 

第12条 この要綱に定めるもののほか、福祉機器の貸与に関し必要な事項は、本会会長

が別に定める。 

 

   附 則 

 この要綱は、昭和58年５月１日から施行する。 

   附 則 

 この要領は、平成22年５月１日一部改正 

   附 則 

 この要綱は、平成29年４月１日から施行する。これにより、平成22年５月１日施行の

要領は廃止する。 

   附 則 

 この要綱は、平成31年４月１日から施行する。 


